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１．計画策定の意義 

 

 現在の大量生産・大量消費型の経済社会活動は、生活様式の多様化や利便性の向上を

もたらす一方で、自然破壊・地球温暖化・天然資源の枯渇など、地球的規模での環境問

題を生じさせている。 

地球環境への負荷を低減するためには、ものを大切にする文化を育み、循環型社会の

形成に向けて、社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行してい

くことが重要である。 

 本市では、昭和５０年８月から一部地域で「古紙回収事業」を開始し、平成１４年１

月より古紙のリサイクルを全市域的な取り組みへと拡充するために、自治会等の集団回

収団体への支援制度を整備した。さらに、平成１６年４月からは古紙類は可燃ごみとし

て収集せず、集団回収を基本とした「古紙回収事業」の全市域拡大により、完全分別を

実施した。 

また、昭和６１年８月に「缶・びんリサイクル事業」を、平成３年１１月に「紙パッ

クリサイクル事業」を一部地域で試行し、平成９年４月に容器包装に係る分別収集及び

再商品化の促進等に関する法律（以下「容器包装リサイクル法」という。）の本格施行

にあわせて、「ペットボトル」を加えた「缶・びん・紙パック・ペットボトル」の分別

収集を全市域で開始。平成１３年４月には「発泡トレー類」についても対象品目に追加

した。 

さらに、平成２４年３月からは「てんぷら油・ペットボトルキャップ・蛍光管」の拠

点回収を開始。同年１０月より「指定ごみ袋制度」を導入。平成２６年１月より拠点回

収の品目に「小型家電」を追加。平成２７年１月からは「発泡トレー類」を含むプラス

チック製容器包装を「プラマーク」の名称で分別収集を実施するなど、ごみの減量化及

び再資源化を進めてきた。 

平成３１年３月には「宇治市第 3次ごみ処理基本計画」を策定し、「共生の環～未来

のために循環型社会を目指して～」を基本理念とし、（１）市民、事業者、行政の連携・

協働による３Ｒ（リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再生利用））

の推進、（２）効率的かつ安定的なごみ処理システムの構築、（３）ごみの適正処理の推

進の３つの基本方針に基づき、令和１０年度までに家庭系の可燃ごみ及び不燃ごみの排

出量を平成２９年度と比べ８％削減すること、リサイクル率を２５%以上に引き上げる

ことをごみの減量化目標に掲げて、取り組みを進めている。 

 このような状況下で、本計画は容器包装リサイクル法第８条に基づき一般廃棄物の中

で大きな比率を占める容器包装廃棄物を全市域で分別収集することにより、地域におけ

る３Ｒを推進して限りある資源を有効に利用することや、最終処分量の削減を図る目的

で、市民、事業者、行政がそれぞれの役割を分担し、具体的な推進方策を明らかにする

とともに、関係者が連携・協働して取り組むべき方針を示したものである。 

 併せて、プラスチック資源循環法に基づき、製品プラスチックの分別収集及びリサイ

クルを容器包装廃棄物と一体的に推進する。 

 本計画の推進によって、限りある資源の有効利用を図り、一般廃棄物を減量し最終処

分場の延命化を行なうとともに、循環型社会の形成の実現を目指すものである。 
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２．基本的方向 

 

 本計画を実施するにあたっての基本的方向を以下に示す。 

 

① ごみの発生抑制・再使用・再生利用を推進し、循環型社会の形成を目指す。 

 

② 本市を含めた近隣３市３町で構成する城南衛生管理組合（一部事務組合）との共同

歩調により、効率性・経済性・広域性を生かしたリサイクルシステムを構築する。 

 

③ 社会福祉施設との協力体制を維持しながらリサイクルの拡大を図る。 

 

④ 市民、事業者（再生事業者等も含む。）、行政の連携・協働により３Ｒを推進する。 

 

３．計画期間 

 

  本計画は「容器包装リサイクル法」第８条に規定する市町村分別計画（第１１期）で、

計画期間は令和８年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 

 

４．対象品目 

 

  本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無

色、茶色、その他）、飲料用紙容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボトル、プラス

チック製容器包装を対象とする。また、プラスチック資源循環法に基づき製品プラス

チックを分別収集の対象とする。 

 

５．各年度における容器包装廃棄物及び製品プラスチックの排出量の見込み 

（法第８条第２項第１号） 

 
（単位：トン） 

 

 

＜算出方法＞ 

・容器包装廃棄物排出量の見込み 

各年度におけるごみ排出量見込み×容器包装廃棄物比率（市町村分別収集計画策定

の手引き十一訂版） 

・製品プラスチック排出量の見込み 

  城南衛生管理組合による算定数値 

 

項目 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 令和 12年度 

容器包装廃棄物 7,901 7,896 7,892 7,887 7,882 

製品プラスチック 186 184 182 180 178 
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６．容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項 

（法第８条第２項第２号） 

 

 容器包装廃棄物の排出抑制のため、下記の方策を実施する。なお、実施するにあたっ

ては、市民、事業者、行政がそれぞれの立場から役割を分担し、相互に協力・連携を図

ることが重要である。 

 

 役  割 

市 

民 

・ごみの抑制（リデュース）の取り組み 

マイバック、マイボトル等を利用することで、使い捨て容器・製品の消費を減

らす。 

・再利用（リユース）の取り組み 

衣類や家具の交換といった身近なリユースに取り組む。 

・再生（リサイクル）の取り組み 

ルールに従った、ごみの分別を徹底する。 

古紙回収に参加して、もえるごみに古紙類を出さないように努める。 

包装紙の紙、紙製の容器包装、カタログ類等も雑紙として、古紙回収に出す。 

事 

業 

者 

・環境への配慮 

生産・販売・廃棄を通して、環境への影響ができる限り少なくなるように努め

る。 

・ごみの抑制（リデュース）の取り組み 

包装は出来る限り避けるか、簡素なものを勧める。 

ごみが出にくい製品づくりに努める。 

・再利用（リユース）の取り組み 

使わなくなったモノを再利用しやすい製品開発や環境作りに努める。 

・再生（リサイクル）の取り組み 

事業系の生ごみ・あらゆる古紙について、リサイクルに努める。 

ごみとなっても分別しやすいモノづくりに努める。 

・適正なごみ処理の実施 

一般廃棄物・産業廃棄物を通して、適正かつ安全な処理を行う。 

行 

政 

・市民・事業者への広報・支援 

３Ｒへの関心や適切な処理方法を普及させるため、情報提供及び支援に努め

る。（市政だより・ごみ収集カレンダー・ホームページ・職員出前講座等） 

事業系ごみの発生抑制及びリサイクルを促進するため、広報に努める。 

・適正かつ安定なごみ処理の実施 

分別収集への協力を呼びかけ、分別精度の向上に努める。 

・市民サービスの充実 

ごみの分け方や収集日程等について、新たな情報提供の手法を検討する。 
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７．分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集

に係る分別の区分（法第８条第２項第３号） 

 

 本市において、現在行っているリサイクル事業、また本市を含めた３市３町で構成す

る城南衛生管理組合との連携を総合的に勘案して、分別収集をする容器包装廃棄物の種

類を下表左欄のように定める。 

 また、市民の協力度・リサイクル施設・収集体制・収集機材などを勘案して、収集に

係る分別の区分を下表右欄のように定める。 

 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 
収集に係る 

分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 
缶 

主として   主として無色のガラス製容器 

ガラス製   主として茶色のガラス製容器 

の容器    主としてその他の色のガラス製容器 

びん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするためのもの 

（原材料としてアルミニウムが利用されているものを除く。） 
紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主としてポリエチレンテレフタレート製の容器であって飲

料、しょうゆ等を充てんするためのもの 
ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記以外のもの 
プラスチック資源 
（プラマーク＋製品

プラスチック） 
プラスチック資源循環法に基づき分別収集するもの 
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８．各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器

包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み 

（法第８条第２項第４号） 

 
（単位：トン） 

 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 令和 12年度 

スチール製容器 87 87 86 86 86 

アルミ製容器 93 92 92 91 91 

無色のガラス製

容器 

（合計） 

217 
（合計） 

216 
（合計） 

215 
（合計） 

214 
（合計） 

213 

（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

217 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

216 
（引渡量）

0 
(独自処理量) 

215 
（引渡量）

0 
(独自処理量) 

214 
（引渡量）

0 
(独自処理量) 

213 

茶色のガラス製

容器 

（合計） 

187 
（合計） 

186 
（合計） 

185 
（合計） 

185 
（合計） 

184 

（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

187 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

186 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

185 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

185 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

184 

その他の色の 

ガラス製容器 

（合計） 

99 
（合計） 

98 
（合計） 

98 
（合計） 

97 
（合計） 

97 

（引渡量） 

99 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

98 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

98 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

97 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

97 
(独自処理量) 

0 

紙製飲料容器 13 13 13 13 13 

段ボール製 

容器包装 
1,127 1,122 1,116 1,111 1,105 

その他の紙製 

容器包装 

（合計） 

0 
（合計） 

0 
（合計） 

0 
（合計） 

0 
（合計） 

0 

（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

0 

ポリエチレン 

テレフタレート 

（PET）製容器 

（合計） 

522 
（合計） 

519 
（合計） 

517 
（合計） 

514 
（合計） 

512 

（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

522 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

519 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

517 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

514 
（引渡量） 

0 
(独自処理量) 

512 

その他の 

プラスチック製 

容器包装 

（合計） 

1,277 
（合計） 

1,271 
（合計） 

1,265 
（合計） 

1,259 
（合計） 

1,252 

（引渡量） 

1,277 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

1,271 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

1,265 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

1,259 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

1,252 
(独自処理量) 

0 

製品プラスチック 

（合計） 

137 
（合計） 

136 
（合計） 

134 
（合計） 

133 
（合計） 

131 

（引渡量） 

137 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

136 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

134 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

133 
(独自処理量) 

0 
（引渡量） 

131 
(独自処理量) 

0 
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９．各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器

包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定

方法 

 

 特別分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務

省令で定める物の量の見込み 

 

 ＝ 直近年度の分別基準適合物等の収集実績×人口変動率 

 

また、人口変動率は、第３期宇治市人口ビジョンによる５年ごとの人口推計値を１年

ごとに均等割した数値を基に算出した。 

 

令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 令和 12年度 

174,996人 
（対前年度比） 

99.5％ 

174,141人 
（対前年度比） 

99.5％ 

173,285人 
（対前年度比） 

99.5％ 

172,430人 
（対前年度比） 

99.5％ 

171,575人 
（対前年度比） 

99.5％ 

 

１０．分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

 

 本市から排出される容器包装廃棄物、製品プラスチックに関し、分別収集を実施する

者（主体）は、下表のとおりとする。 

 

容器包装廃棄物等の種類 
収集に係る 

分別の区分 
収集・運搬段階 選別・保管等段階 

スチール製容器 

 缶 
市直営及び委託業者によ

る定期収集 

城南衛生管理組合 

社会福祉施設 
アルミ製容器 

無色のガラス製容器 

びん 
市直営及び委託業者によ

る定期収集 
城南衛生管理組合 茶色のガラス製容器 

その他の色のガラス製容器 

紙製飲料容器 紙パック 市による拠点収集 社会福祉施設 

段ボール製容器包装 段ボール 

自治会等による集団回収 

市直営及び委託業者によ

る定期収集 

古紙回収業者 

委託業者ストック

ヤード 

ポリエチレンテレフタレート

（PET）製容器 
ペットボトル 

市直営及び委託業者によ

る定期収集 
城南衛生管理組合 

その他のプラスチック製容器

包装 
プラスチック

資源（プラマー

ク＋製品プラ

スチック） 

市直営による定期収集 城南衛生管理組合 

製品プラスチック 市直営による定期収集 城南衛生管理組合 
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１１．分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

 

 缶、びん及びペットボトルについては、本市を含めた３市３町で構成する城南衛生管

理組合エコ・ポート長谷山において、中間処理（選別・圧縮・保管）を行ないます。ま

た、缶及び紙パックについては、社会福祉施設も併用します。段ボールについては古紙

回収業者施設で保管します。 

 分別収集の用に供する施設計画は以下に示します。 

 

容器包装廃棄物等の種類 
収集に係る 

分別の区分 

排出 

容器 
収集車輌 中間処理施設 

スチール製容器 

 缶 袋 2tパッカー車 
城南衛生管理組合 

社会福祉施設 

アルミ製容器 

無色のガラス製容器 

びん 袋 2t平ボディ車 城南衛生管理組合 茶色のガラス製容器 

その他の色のガラス製

容器 

紙製飲料容器 紙パック 拠点回収箱 2t平ボディ車 社会福祉施設 

段ボール製容器包装 段ボール 紐 2t平ボディ車 古紙回収業者 

ポリエチレンテレフタ

レート（PET）製容器 
ペットボトル 袋 2tパッカー車 城南衛生管理組合 

その他のプラスチック

製容器包装 プラスチッ

ク資源（プラ

マーク＋製品

プラスチック） 

袋 2tパッカー車 城南衛生管理組合 

製品プラスチック 袋 2tパッカー車 城南衛生管理組合 
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〈分別収集に使用する施設などの計画（排出段階）〉 
 

種 別 
収集に係る 

分別の区分 
仕 様 

管理 

主体等 
参考欄 

1.排出容器     

1.1 

袋 
 缶 

びん 

ペットボトル 

プラスチック資源 
（プラマーク＋製品プ

ラスチック） 

（仕様） 

指定袋（透明もしくは白の

半透明）、ただしサイズ等に

ついては指定しない 

市
民 

 

1.2 

拠点回収箱 紙パック 
（仕様） 

容量：90㍑ 
市  

1.3 

紐 段ボール 
（仕様） 

丈夫なもの 
市
民 

 

2.集積場所     

2.1 

ステーション収集 
 缶 

びん 

ペットボトル 

プラスチック資源 
（プラマーク＋製品プ

ラスチック） 

段ボール 

従来の一般ごみステーショ

ン（市内約 5,900 箇所）を

利用する 

市
民 

 

2.2 

拠点回収 

 
紙パック 

公共施設等（59箇所）に回

収箱を設置する 
市  

2.3 

戸別収集及び 

拠点収集 
段ボール 

自治会等と古紙回収業者の

契約により集積場所を定め

る 

市
民 
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〈分別収集に使用する施設などの計画（収集運搬段階）〉 
 

種 別 
収集に係る 

分別の区分 
仕 様 

管理 

主体等 
参考欄 

1.収集車輌     

1.1 

2tパッカー車 

 缶 
（仕様） 

形式：最大積載量 2,000㎏ 

市
・
委
託
業
者 

もえるごみの

収集に使用し

て い る パ ッ

カー車の一部

を共用する 

ペットボトル 
（仕様） 

形式：最大積載量 2,000㎏ 

委
託
業
者 

山間部につい

ては、市直営

で収集する 

プラスチック資源 
（プラマーク＋製品プ

ラスチック） 

（仕様） 

形式：最大積載量 2,000㎏ 
市  

1.2 

2t平ボディ車 

びん 
（仕様） 

形式：最大積載量 2,000㎏ 

委
託
業
者 

山間部につい

ては、市直営

で収集する 

段ボール 
（仕様） 

形式：最大積載量 2,000㎏ 

委
託
業
者 

 

紙パック 

ペットボトル（山間部） 

びん（山間部） 

プラスチック資源 
（プラマーク＋製品プ

ラスチック） 

（仕様） 

形式：最大積載量 2,000㎏ 
市  

1.3 

2t平ボディ車 

段ボール 
（仕様） 

形式：最大積載量 2,000㎏ 

委
託
業
者 

 

※ 宇治市ふれあい収集（ごみ収集福祉サービス）は別に定める。  
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〈分別収集に使用する施設などの計画（中間処理段階）〉 
 

種 別 
収集に係る 

分別の区分 
仕 様 

管理 

主体等 
参考欄 

1.中間処理施設     

1.1 

リサイクルプラザ 

①選別・圧縮設備 

 缶 

（仕様） 

主要機器：破袋機、除袋機

ベルトコンベア、磁力選別

機、アルミ選別機、圧縮成

型機 

能力：10.82t/日 

城 

南 

衛 

生 

管 

理 

組 

合 

エコ・ポー

ト長谷山 

平成 10年度

供用開始 
びん 

（仕様） 

主要機器：破袋機、除袋機

ベルトコンベア 

能力：29.42t/日 

ペットボトル 

（仕様） 

主要機器：破袋機、ベルト

コンベア、圧縮成型機 

能力：6.00t/日 

1.2 

リサイクルセンター 

①選別・圧縮設備 
プラスチック

資源（プラマーク

＋製品プラスチッ

ク） 

（仕様） 

主要機器：ベルトコンベア、

手選別、選別機、圧縮梱包

器、破袋機 

能力：17t/5h 

城
南
衛
生
管
理
組
合 

リサイクル

センター長

谷山 

平成 27年度

供用開始 

1.3 

社会福祉施設 

 缶 

選別設備 

圧縮設備 

ストックヤード 

（設備内容） 

分別収集された缶類をス

チール缶及びアルミ缶に選

別後、圧縮する 

社
会
福
祉
法
人 

 

紙パック 保管のみ 

社
会
福
祉
法
人 

 

1.4 

古紙回収業者の施設 

段ボール 

ストックヤード 

（設備内容） 

収集されたダンボールを保

管する 

古
紙
回
収
業
者 
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１２．その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

 

 分別収集計画がより実効性のあるものとするため、以下の取り組みを実施します。 

 

① 古紙回収事業の推進 

自治会等の地域団体による、古紙及び古布の集団回収事業を推進します。また、

さらなるもえるごみの減量につなげるため、雑紙類の回収が進むように努めます。 

 

② 普及啓発活動 

   分別収集の徹底・周知のため、以下の取り組みを推進します。 

・ポスター・チラシ・冊子等の配布及び掲示 

・広報誌（市政だより）等による広報 

・インターネットによる広報（宇治市ホームページ） 

・住民説明会の実施（自治会・町内会及び各種団体） 

・マスメディアによる広報（地方紙、ＦＭうじ等） 

・排出事業者、流通事業者への指導と普及 

・環境教育の実施（小学校・中学校・幼稚園・保育園） 

 

③ 審議会の設置 

一般廃棄物の減量等に関する事項について、学識経験者・市民・事業者等の意見

を取り入れるため、「宇治市廃棄物減量等推進審議会」を設置します。 


